
＜圧縮記帳等についてのお知らせ＞ 

ものづくり等高度連携・事業再構築促進補助金 

 

令和４年１１月２日 

一般社団法人 低炭素投資促進機構 
 

 

本補助金は、執行事務局である一般社団法人低炭素投資促進機構から補助対

象者に交付されるものであり、直接的には国から補助対象者に補助金が交付さ

れるものではありませんが、所得税法第42条又は法人税法第42条に規定する国

庫補助金等に該当し、他の要件も満たす場合には圧縮記帳等の適用が認められ

ます。 

なお、当該補助金のうち「経費を補填するための補助金」については、所得

税法第42条又は法人税法第42条の規定の対象外のため、圧縮記帳等の適用は認

められません。圧縮記帳等の適用にあたっては、税理士等の専門家にもご相談

していただきつつ、適切な経理処理の上、ご活用いただけますと幸いです。 

 

〈添付〉 

 

○ 所得税法（昭和40年法律第33号）（抄） 

 

（国庫補助金等の総収入金額不算入） 

第四十二条 居住者が、各年において固定資産（山林を含む。以下この条及び次条に

おいて同じ。）の取得又は改良に充てるための国又は地方公共団体の補助金又は給

付金その他政令で定めるこれらに準ずるもの（以下この条及び次条において「国庫

補助金等」という。）の交付を受けた場合（その国庫補助金等の返還を要しないこ

とがその年十二月三十一日（その者がその年の中途において死亡し、又は出国をし

た場合には、その死亡又は出国の時。以下この項及び同条第一項において同じ。）

までに確定した場合に限る。）において、その年十二月三十一日までにその交付の

目的に適合した固定資産の取得又は改良をしたときは、その交付を受けた国庫補助

金等の額に相当する金額（その固定資産がその年の前年以前の各年において取得又

は改良をした減価償却資産である場合には、当該国庫補助金等の額を基礎として政

令で定めるところにより計算した金額）は、その者の各種所得の金額の計算上、総

収入金額に算入しない。 



２ 居住者が各年において国庫補助金等の交付に代わるべきものとして交付を受ける

固定資産を取得した場合には、その固定資産の価額に相当する金額は、その者の各

種所得の金額の計算上、総収入金額に算入しない。 

３ 前二項の規定は、確定申告書にこれらの規定の適用を受ける旨、これらの規定に

より総収入金額に算入されない金額その他財務省令で定める事項の記載がある場合

に限り、適用する。 

４ 税務署長は、確定申告書の提出がなかつた場合又は前項の記載がない確定申告書

の提出があつた場合においても、その提出がなかつたこと又はその記載がなかつた

ことについてやむを得ない事情があると認めるときは、第一項又は第二項の規定を

適用することができる。 

５ 第一項又は第二項の規定の適用を受けた居住者が第一項の規定の適用を受けた固

定資産又はその取得した第二項に規定する固定資産について行うべき第四十九条第

一項（減価償却資産の償却費の計算及びその償却の方法）に規定する償却費の計算

及びその者がその固定資産を譲渡した場合における事業所得の金額、山林所得の金

額、譲渡所得の金額又は雑所得の金額の計算に関し必要な事項は、政令で定める。 

 

〇 法人税法（昭和40年法律第34号）（抄） 

 

（国庫補助金等で取得した固定資産等の圧縮額の損金算入） 

第四十二条 内国法人（清算中のものを除く。以下この条において同じ。）が、各事

業年度において固定資産の取得又は改良に充てるための国又は地方公共団体の補助

金又は給付金その他政令で定めるこれらに準ずるもの（以下第四十四条までにおい

て「国庫補助金等」という。）の交付を受けた場合（その国庫補助金等の返還を要

しないことが当該事業年度終了の時までに確定した場合に限る。）において、当該

事業年度終了の時までに取得又は改良をしたその交付の目的に適合した固定資産に

つき、当該事業年度においてその交付を受けた国庫補助金等の額に相当する金額

（その固定資産が当該事業年度前の各事業年度において取得又は改良をした減価償

却資産である場合には、当該国庫補助金等の額を基礎として政令で定めるところに

より計算した金額。以下この項において「圧縮限度額」という。）の範囲内でその

帳簿価額を損金経理により減額し、又はその圧縮限度額以下の金額を当該事業年度

の確定した決算において積立金として積み立てる方法（政令で定める方法を含

む。）により経理したときは、その減額し又は経理した金額に相当する金額は、当

該事業年度の所得の金額の計算上、損金の額に算入する。 

２ 内国法人が、各事業年度において国庫補助金等の交付に代わるべきものとして交

付を受ける固定資産を取得した場合において、その固定資産につき、当該事業年度

においてその固定資産の価額に相当する金額（以下この項において「圧縮限度額」

という。）の範囲内でその帳簿価額を損金経理により減額し、又はその圧縮限度額

以下の金額を当該事業年度の確定した決算において積立金として積み立てる方法

（政令で定める方法を含む。）により経理したときは、その減額し又は経理した金

額に相当する金額は、当該事業年度の所得の金額の計算上、損金の額に算入する。 

３ 前二項の規定は、確定申告書にこれらの規定に規定する減額し又は経理した金額

に相当する金額の損金算入に関する明細の記載がある場合に限り、適用する。 

４ 税務署長は、前項の記載がない確定申告書の提出があつた場合においても、その



記載がなかつたことについてやむを得ない事情があると認めるときは、第一項又は

第二項の規定を適用することができる。 

５ 内国法人が、適格分割、適格現物出資又は適格現物分配（以下この条において

「適格分割等」という。）により当該適格分割等の直前の時までに取得又は改良を

した固定資産（当該適格分割等の日の属する事業年度開始の時から当該直前の時ま

での期間内に交付を受けた国庫補助金等の交付の目的に適合したものに限る。）を

分割承継法人、被現物出資法人又は被現物分配法人（次項において「分割承継法人

等」という。）に移転する場合（当該国庫補助金等の返還を要しないことが当該直

前の時までに確定した場合に限る。）において、当該固定資産につき、当該事業年

度において第一項に規定する圧縮限度額に相当する金額の範囲内でその帳簿価額を

減額したときは、その減額した金額に相当する金額は、当該事業年度の所得の金額

の計算上、損金の額に算入する。 

６ 内国法人が、適格分割等により第二項に規定する固定資産（当該適格分割等の日

の属する事業年度開始の時から当該適格分割等の直前の時までの期間内に取得した

ものに限る。）を分割承継法人等に移転する場合において、当該固定資産につき、

当該事業年度において当該固定資産の価額に相当する金額の範囲内でその帳簿価額

を減額したときは、その減額した金額に相当する金額は、当該事業年度の所得の金

額の計算上、損金の額に算入する。 

７ 前二項の規定は、これらの規定に規定する内国法人が適格分割等の日以後二月以

内にこれらの規定に規定する減額した金額に相当する金額その他の財務省令で定め

る事項を記載した書類を納税地の所轄税務署長に提出した場合に限り、適用する。 

８ 合併法人、分割承継法人、被現物出資法人又は被現物分配法人が適格合併、適格

分割、適格現物出資又は適格現物分配により被合併法人、分割法人、現物出資法人

又は現物分配法人において第一項、第二項、第五項又は第六項の規定の適用を受け

た固定資産の移転を受けた場合における当該固定資産の取得価額その他前各項の規

定の適用に関し必要な事項は、政令で定める。 

 


